














設立当初の事業年度の事業計画書 

 

法人成立の日から 2026 年 3 月 31 日まで 

 

特定非営利活動法人大空 

 

１ 事業実施の方針 

・設立当初の事業年度は、以下の事業を確実に実施することを目標とする。 

・本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただくため、メディアへの

働きかけ及びホームページ整備を進める。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載した

事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施

予定日時 

(B)当該事業の実施

予定場所 

(C)従事者の予定人

数 

(D)受益対象者 

の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

⑴ ファミリーホ

ームの運営事

業 

月極、定期契約、一時

預かり 

(A)週５日 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D)乳児、児童 

(E)５人 

640,000 

⑵ シングルマザ

ーへの相談・

支援事業 

 

生活支援、就労支援、

メンタルヘルスサポ

ートの個別相談 

(A)週５日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) シングルマ

ザー 

(E) １０人 

5,000 

⑶ スポーツ活動

の普及に関す

る事業 

サッカー教室、かけっ

こ教室、体操教室の開

催 

(A)月９日程度 

(B)公営グラウンド、

体育館、公民館 

(C)１０人 

(D)地域住民、子

ども 

(E)１５人 

160,000 

⑷ 食育に関する

事業 

料理教室の開催 

子ども食堂、弁当配達 

(A)月２日程度 

(B)法人住所地、戸別

訪問 

(C)３人 

(D)地域の子ど

もとその親 

(E)１５人 

210,000 

⑸ 災害地及び被

災者に対する

支援事業 

被災地での食事提供、

弁当配達 

(A)災害時 

(B)被災地 

(C)１０人 

(D)被災地域住

民 

(E)３０人 

50,000 

⑹ 前各号に関連

する個人・団

体等との協力

支援に関する

事業 

講師派遣、地域イベン

ト企画立案、ボランテ

ィア養成・あっせん 

(A)週５日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) 協力支援先 

(E) ３０人 

0 

⑺ その他、この

法人の目的を

達成するため

に必要な事業 

 貸切スペースの提供 (A)月２日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) 協力支援先 

(E) ３０人 

0 

 

 



2026 年度の事業計画書 

 

2026 年 4 月 1 日から 2027 年 3 月 31 日まで 

 

特定非営利活動法人大空 

 

１ 事業実施の方針 

・前年度に引き続き、以下の事業を確実に実施することを目標とする。 

・本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただくため、前年度同様メ

ディアへの働きかけを強化するとともに、民間、公共の助成金を活用して

事業を進める。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

事 業 名 

(定款に記載した

事業) 

具体的な事業内容 

(A)当該事業の実施

予定日時 

(B)当該事業の実施

予定場所 

(C)従事者の予定人

数 

(D)受益対象者 

の範囲 

(E)予定人数 

事業費の 

予算額 

（単位：円） 

⑴ ファミリーホ

ームの運営事

業 

 月極、定期契約、一時

預かり 

(A)週５日 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D)乳児、児童 

(E)５人 

2,220,000 

⑵ シングルマザ

ーへの相談・

支援事業 

生活支援、就労支援、

メンタルヘルスサポ

ートの個別相談 

(A)週５日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) シングルマ

ザー 

(E) １０人 

20,000 

⑶ スポーツ活動

の普及に関す

る事業 

サッカー教室、かけっ

こ教室、体操教室の開

催 

(A)月９日程度 

(B 公営グラウンド、

体育館、公民館 

(C)１０人 

(D)地域住民、子

ども 

(E)１５人 

480,000 

 

⑷ 食育に関する

事業 

料理教室の開催 

子ども食堂、弁当配達 

 

(A)月２日程度 

(B)法人住所地、戸別

訪問 

(C)３人 

(D)地域の子ど

もとその親 

(E)１５人 

485,000 

(5)災害地及び被

災者に対する

支援事業 

被災地での食事提供、

弁当配達 

(A)災害時 

(B)被災地 

(C)１０人 

(D)被災地域住

民 

(E)３０人 

40,000 

(6)前各号に関連

する個人・団体

等との協力支

援に関する事

業 

講師派遣、地域イベン

ト企画立案、ボランテ

ィア養成・あっせん 

(A)週５日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) 協力支援先 

(E) ３０人 

0 

(7)その他、この法

人の目的を達

成するために

必要な事業 

貸切スペースの提供 (A)月２日程度 

(B)法人住所地 

(C)３人 

(D) 協力支援先 

(E) ３０人 

10,000 

 

 






